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原子力事業者による原子力災害時のオンサイト医療体制の構築について
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要旨
　2011 年３月に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故を契機として，厚生労働省は，原子力災害
時に原子力施設内での緊急作業中に被災した労働者に対応するために，医療従事者等を迅速に派遣するた
めの体制の整備の検討を進め，「原子力災害時における原子力施設内の医療体制モデルに関する提言」を
取りまとめた。
　原子力事業者は，本提言に基づいて原子力災害時の施設内におけるオンサイト医療体制の構築と実効性
の向上に向けて，段階的な目標を定めて体制整備の検討を進めてきた。
　本検討にあたっては，原子力災害医療等を専門とする医療関係者で構成される専門委員会を設置し，専
門的知見や幅広い意見をもとに，原子力事業者に対して指導・助言を仰ぎながら取り組みを進めている。

利益相反 : 開示すべき利益相反はない。

* 連絡先：　〒 100-8560　東京都千代田区内幸町 1 丁目 1 番 3 号
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背景
　原子力災害対策特別措置法第３条（原子力事業者の
責務）では，「原子力事業者は，この法律又は関係法
律の規定に基づき，原子力災害の発生の防止に関し万
全の措置を講ずるとともに，原子力災害（原子力災害
が生ずる蓋然性を含む。）の拡大の防止及び原子力災
害の復旧に関し，誠意をもって必要な措置を講ずる責
務を有する。」と規定している。また，防災基本計画
においては，「原子力事業所における応急対策は原子
力事業者の責任において実施すべきものであり，原子
力事業者は応急対策に必要となる資機材や実施手順等
を予め整備する。」とある。これらを踏まえると，原
子力施設内（以下，「オンサイト」）での緊急作業中に
被災した労働者に対応するための医療体制は，原子力

事業者の責任において整備すべきものとなる 1)。
　2011 年３月に発生した東京電力福島第一原子力発
電所事故では，東京電力では当初，構内で外傷や傷病
を生じた作業員のために，常駐する医師，看護師，診
療放射線技師等の医療従事者等を独力で確保できな
かった。事故発生から数ヶ月後に，発電所構内に緊急
医療室（ER）を設置するとともに，厚生労働省の支
援のもと，日本救急医学会等の協力により医療従事者
等の派遣を受け，発電所構内に医師が常駐する体制が
構築された 1)。
　厚生労働省においては，2014 年から 2015 年にか
けて，福島第一原子力発電所を含めた原子力施設にお
ける緊急作業従事者の保健，医療全般について検討す
ることとなり，その中で，緊急作業中の医療体制等に
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ついて，専門家による検討が行われた。このうち「緊
急作業中の原子力施設内の医療体制の確保」について
は，原子力事業者や医療関係者から詳細なヒアリング
が行われ，全国の原子力施設の事故に即応する，「緊
急時の医療に精通した医師等のネットワーク」を新た
な形で構築する必要があることが提言された 2)。また，
厚生労働省は，2015 年度から 2016 年度にかけて，

「原子力施設内の緊急作業時の被災労働者対応ネット
ワーク構築事業」と「原子力施設内の緊急作業時の被
災労働者対応のための専門人材育成等事業」を実施し，
オンサイトに医療従事者等を迅速に派遣するための体
制の整備の検討を進め，「原子力災害時における原子
力施設内の医療体制モデルに関する提言」を取りまと
めた（2017 年 3 月，国立研究開発法人量子科学技術
研究開発機構，厚生労働省委託）。今後，原子力施設
で万が一事故が発生した場合に備え，オンサイトでの
緊急作業中に被災した労働者に対応するために原子力
事業者が構築すべき医療体制のモデルと，その実現の
ために想定される課題を示し，原子力事業者ならびに
その他関係者に対する提言として位置づけられている
1)。
　これを受け，原子力事業者で構成される「電気事業
連合会緊急作業中労災対応ワーキンググループ」にお　　

いて，原子力事業者全体で，本提言に基づいて原子力
災害時の施設内におけるオンサイト医療体制の構築と
実効性の向上に向けて，段階的な目標を定めて整備に
取り組んでおり，検討すべき課題事項について，図 1
に示すロードマップを定めて検討を進めてきた 3)。
　本検討にあたっては，原子力災害医療等を専門とす
る医療関係者で構成される専門委員会（オンサイト医
療体制構築委員会，委員長：広島大学原爆放射線医科
学研究所　廣橋 伸之教授）を設置し，専門的知見や
幅広いご意見をもとに，原子力事業者の取り組みに対
して指導・助言を仰ぎながら，検討を進めている。

取り組み状況
（1）医療スタッフ（医師）の確保
　2020 年に，北海道電力，東北電力，東京電力ホー
ルディングス，中部電力，北陸電力，関西電力，中国
電力，四国電力，九州電力，日本原子力発電，日本原
燃，電源開発と，原子力安全研究協会において，原子
力災害時のオンサイト医療に係る契約を締結した。
　オンサイト医療に参加する医療スタッフとして，
2024 年 12 月現在，原子力安全研究協会の医師 4 名，
救急対応可能要員４名を確保し，発災初期段階に対応
することを想定している。

図 1．オンサイト医療体制検討ロードマップ

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

①オンサイト医療スタッフ常駐体制の実現

A:原安協の医療スタッフの継続的な拡充(発災直後～1ヵ月程度／医師、救急救命対応要員)

実施機関選定
実施内容・
対象者検討

テキスト
等準備

▼契約締結
(医師2、救急3）

机上 実務

災害医療枠組み
知見収集

ネットワーク
概要整理

国訓練における
オンサイト医療
訓練実施

▼契約締結
（医師2→3、救急3）

▼契約締結
（医師3、救急3→4）

1F-ERの
全国展開
事業の
提案

ネットワークの
整備

オンサイト医療訓練
実施（各サイト）

B:医師の全サイトERネットワークの対応方針・仕組みの検討

継続的に派遣スタッフ拡充を検討

②医療スタッフを対象としたオンサイト医療研修（机上・実務）

③各サイトにおける原子力災害時オンサイト医療に係る訓練 ※各サイト年1回

D:医療スタッフ(医師、看護師）の確保のための全サイトERネットワークへの登録打診

E:産業医大の災害産業保健チームによる支援体制の検討

机上 実務
↑

社外医師・看護師も参加

④防災業務計画 ※適宜改善

全サイトERネットワークの
運用開始（11/1）

机上（Youtube）

実務（年4回）

C:各サイトの支援の中心となる医療機関との調整、電力病院との調整

机上
（Youtube）

実務（年4回）
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　他方，慢性期の状態にある福島第一原子力発電所で
は，医師，看護師，救急救命士が交代でシフトに入り，
サイト内の ER に常駐している。医師（救急医が中心）
については，全国各地の医師が，福島第一原子力発電
所に来所して医療支援（救急処置，合併疾病・損傷の
初期診療等）にあたっていただけるよう，「東電福島
第一原発救急医療体制ネットワーク」（以下，「1F-ER
ネットワーク」）にご登録頂いている。
　福島第一原子力発電所以外のサイトでは，1F-ER
ネットワークのような医師のネットワークがないた
め，発災後中長期に亘って，サイト内に医師が常駐す
る医療体制を確保し，医師を拡充することが課題であ
る。この課題への打開策の一つとして，「1F-ER ネッ
トワークを福島第一原子力発電所だけではなく全国の
原子力施設に展開し，国内の施設で発災した際の ER
ネットワーク（以下，「全サイト ER ネットワーク」）
とすること」を目指し，福島第一原子力発電所の ER
のシフトに入っている医師（67 名）全員に対して，
本打開策の内容を説明したところ，81％の 1F-ER ネッ
トワーク登録医師から，実現可能な提案であるとの回
答を得ることができた。
　全サイト ER ネットワークへの登録医師を確保する
ため，原子力事業者は救急医に限定せずに※医師への
登録打診を進めており，2024 年 12 月 5 日現在，登
録者数は 87 名となっている。最終的には 120 名の
登録を目指す。

【具体的な取り組み】
　・1F-ER ネットワークの登録医師への働きかけ。
　・電力病院（関西電力病院，中電病院）の医師への　
　　打診。
　・各サイト立地県の原子力災害拠点病院や高度被ば
　　く医療支援センターの医師への打診。
　・全サイト ER ネットワークに登録した医師へ新規
　　医師の紹介を依頼する。
　・机上研修（YouTube 動画）やサイトで行う実務
　　演習に参加した医師への打診。
　・2024 年 10 月の日本救急医学会，2025 年 3 月
　　の日本災害医学会等において，福島第一原子力発
　　電所の ER の対応実績やオンサイト医療対応に関
　　する情報発信を継続する。
　※全サイト ER ネットワークに登録する医師は，救
　　急科専門医を主とするが，救急科専門医に限定せ
　　ず，基本的な救急医療の知識と技術を有する医師
　　とする。

（2）運用方法の整備
　発災時はもとより平常時の対応について，オンサイ
ト医療の全般的な運用を整理した「原子力災害オンサ
イト医療ネットワーク活動要領」を原子力事業者にて
作成し，2024 年 3 月 29 日に制定した。

【平常時の対応】
　・全サイト ER ネットワークへの登録医師の確保の
　　ための活動
　・医療資機材の配備
　・オンサイト医療研修の開催　等

【発災時の対応】
　・全サイト ER ネットワーク登録医師への支援要請
　・全サイト ER ネットワーク登録医師との契約の締
　　結
　・全サイト ER ネットワーク登録医師のシフト調整　　
　　等

3）急性期の支援
　発災サイトへの医療支援要請は，他の支援組織との
重複や対立がないように十分配慮する必要がある。
　原子力災害拠点病院，原子力災害医療協力機関とし
て被災地対応がある場合，発災後当面の間は発災サイ
トへの医療支援の依頼は行わないこととする。そのた
め，急性期は発災サイトの遠方地域（原子力災害拠点
病院，原子力災害医療協力機関として被災地対応がな
い地域）の医師や DMAT 出動要請等がない医師を対
象とする。
　発災事業者は，全サイト ER ネットワーク登録医師
に対して医療支援要請を一斉メールにより送付する
際，支援可否をご判断頂くために，プラント状況やサ
イト周辺の空間線量率，アクセス方法，傷病者の発生
状況等について，適宜情報を発信する。
　発災サイトにおける医療対応は，発災事業者が指定
した医務室で行う（安全が確保された場所であること
を必須とする）。サイト内のプラントの状況や放射線
環境の悪化等により安全が確保できない場合において
は，発災事業者からの指示に基づき，代替施設である
災害対策支援拠点に医務室を移設する。福島第一原子
力発電所事故では，事故直後より，J ヴィレッジ（発
電所から南へ約 20km）において医務室を設けた実績
がある。
　発災時にご支援が頂ける場合には，発災事業者と医
師の方々との間で個別に契約（補償，報酬等）を締結
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し，活動に入って頂く。

（4）国や周辺病院との連携
　　関係省庁から各病院への派遣要請を円滑に進める
ために，平常時および発災時には厚生労働省より全サ
イトＥＲネットワーク座長宛に協力要請を発出頂く。

【平常時】
　・全サイト ER ネットワークへの登録について，厚
　　生労働省から全サイト ER ネットワーク宛に協力
　　要請文書を発出頂いており，原子力事業者から協
　　力頂く医師の所属医療機関に送付する。

【発災時】
　・発災サイトへの支援要請について，厚生労働省か
　　ら全サイト ER ネットワーク宛に協力要請文書を
　　発出頂き，発災事業者から全サイト ER ネットワー
　　ク登録医師の所属医療機関に送付する。

　なお，DMAT や原子力災害医療派遣チームとは，発
災サイトの傷病者を原子力災害拠点病院等に搬送が完
了したところから連携することとなる。その根拠を以
下に示す。

　・厚生労働省の DMAT は，放射線災害への対応が
　　活動内容には含まれておらず，発災サイトでの対　
　　応が出来ない。
　・原子力規制庁の原子力災害医療派遣チームは，原
　　子力災害拠点病院等での活動を基本としており，
　　オフサイトの医療対応を行う。

　また，国や道県の訓練，覚書に基づく周辺病院との
個別訓練を通じて，行政や周辺病院と連携していく。

（5）オンサイト医療研修
　　原子力事業者は，緊急時におけるオンサイト医療
対応の理解促進や全サイト ER ネットワーク登録医師
等との平常時における連携を目的として，オンサイト
医療に係る教育研修（机上研修および実務演習・サイ
ト見学）を実施している。
　　机上研修では，原子力安全研究協会が講師となり，
被ばく医療等に関する基礎的知識（緊急被ばく医療の
特徴，放射線防護，線量評価，メンタルヘルスケア等）
を YouTube の動画配信により提供している。
　　実務演習では，原子力安全研究協会が講師となり，

医務室のゾーニング，防護具の着脱，除染処置，傷病
者搬送（トリアージを含む）等の実務をサイトにおい
て実施している。
　サイト見学では，サイトの緊急時体制，覚書締結病
院や消防との訓練状況のご紹介，現場の作業環境，医
療室・医療資機材の配備状況等の現場視察を実施して
いる。
　実務演習・サイト見学は１年間で４箇所（1 箇所で
最大 15 名受け入れ）において開催しており，2024
年度は，泊発電所（北海道），福島第二発電所，大飯
発電所（福井県），伊方発電所（愛媛県）において実
施した。（2025 年度は，東通，柏崎刈羽，敦賀，玄
海の４箇所を予定）
　本研修を通じて，登録医師等と発電所医療スタッフ
との顔の見える関係性を構築する。
なお，発災時の支援に際し，本研修の受講は必須では
ない。

（6）情報共有・交流
　　メーリングリストを活用して，全サイト ER ネッ
トワーク登録医師と原子力事業者間における情報共
有，オンサイト医療に係る教育研修の開催案内等を発
信している。

（7）設備・環境整備
　・原子力事業者は，応急手当，初期診療に必要な薬剤，
　　診療資機材，心電図計，ポータブルエコー，パル　
　　スオキシメータ，汚染拡大防止資機材等の配備を
　　目指す。
　・原子力安全研究協会が講師となって各サイトで実
　　施している講義・実務演習では，上記の資機材確
　　保状況や患者の動線，事業者（事業所）職員によ
　　る傷病者発生時の初動対応等について，同協会の
　　講師によるチェック，指導を受けて改善を図る。

　また，発災サイトで退避指示が出た際は，災害対策
支援拠点に ER が設置されるが，必要な医療資機材を
災害対策支援拠点に持ち込む運用を実施する。

（8）医師以外の医療スタッフの確保
○看護師
　2023 年 9 月・2024 年 9 月の日本放射線看護学会
では，福島第一原子力発電所の ER の対応実績やオン
サイト医療対応に関する情報を発信するとともに，オ
ンサイト医療研修への案内を行った。
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学会やオンサイト医療研修等を通じて，アンケートに
回答頂いた看護師が所属する医療機関施設長（病院長
や看護部長等）に全サイト ER ネットワークの概要と
ご支援について説明し，看護師の全サイト ER ネット
ワークの登録打診を行い，看護師の確保を進めていく。

○産業医
　2024 年 5 月の日本産業衛生学会では，産業医科大
学と連名で，福島第一原子力事故当時の対応や全国の
原子力施設を対象とした原子力災害時の産業衛生の支
援体制の構築に向けた取り組みを発信した。
産業医科大学と協働して原子力災害時にご支援頂ける
産業医の確保を進めていく。
　また，産業医に支援頂く際の手続きや運用を定めた
活動要領の “ 産業医版 ” を制定する。

結言
　原子力災害時のオンサイト医療対応の全体像を図 2
に示す 3)。
　原子力災害発生直後には原子力安全研究協会の協力
を得て，オンサイトでの初期医療対応が出来る体制を
構築するとともに，ご支援いただける医師の確保を進
めてきた。
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　全国の原子力施設を対象として，原子力災害発生以
降も中長期に亘り，サイト内に医師が常駐する医療体
制（全サイト ER ネットワーク）を構築し，2024 年
11 月 1 日より運用を開始した 4)。
今後も引き続き医師，看護師，産業医の確保を進め，
オンサイト医療体制の強化に取り組んでいく。

図 2．オンサイト医療対応の全体像（原子力災害発生時）　
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